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６ 救急医療 

 

【現状と課題】 

（１）救急医療をとりまく状況 

① 救急搬送体制 

○ 県内全市町村 25 消防本部で救急業務が実施されており、平成 28(2016)年４月

現在、救急隊員数は 2,411 人、救急自動車数は 186 台となっており、最近 10 年

間では、ほぼ横ばいとなっています。また、救急救命士は、全消防本部で合計 782

名が従事しています。 

 

② 救急搬送数等 

○ 平成 28(2016)年中における県内の救急出動件数は、252,265 件、搬送人員は

230,899 人となっており、いずれもこの 10 年間で約 1.2 倍増加しています。 

搬送人員数の半数以上が満 65 歳以上の高齢者となっており、高齢化の進展に

伴い、今後も増加していくことが見込まれます。 

なお、搬送人員の３割以上が入院加療を必要としない軽症者となっています。 

救急要請から医療機関に収容するまでに要した平均時間は、30.7 分で、年々

伸びる傾向にありますが、全国平均（39.3 分）と比べると短くなっています。 

 

（２）救急医療の提供体制等 

① 病院前救護活動等 

○ 平成 16(2004)年 7 月から、非医療従事者も自動体外式除細動器（以下「ＡＥ

Ｄ」という。）の使用が可能となったことを背景に、多くの公共施設や商業施設

などにＡＥＤが設置されています。 

平成 28(2016)年中の県内の救命講習受講者数は、59,555 人となっています。

各消防本部が実施している講習会のほか、県では、ＡＥＤの使用方法を含む救急

蘇生法講習会を県内各保健所で実施しています。 

 

○ 「救急医療情報センター」において、 救急医療機関の応需情報（入院の可否、

診療科目ごとの診療可否、救急設備等）を収集し、消防機関・医療機関及び県民

からの問い合わせに対し、24時間 365日体制で必要な情報提供を行っています。 

  また、同センターでは、看護師による医療機関受診の緊急度をアドバイスする

救急電話相談を併せて行っています。 

ア） 問い合わせ・相談専用電話番号（24 時間 365 日体制） 

０９２－４７１－００９９（短縮ダイヤル＃７１１９） 

※音声ガイダンスが流れます。 

救急医療機関の案内は「１番」を選択 

          受診の緊急度のアドバイス（救急電話相談）は「２番」を選択 

イ） インターネットによる医療機関情報の検索（ふくおか医療情報ネット） 

http://www.fmc.fukuoka.med.or.jp/ 
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○ 消防機関と救急医療機関の連携を図り、救急救命士が行う救急救命処置の適正

な管理を行うため、平成 15(2003)年に福岡県救急業務メディカルコントロール

協議会及び地域救急業務メディカルコントロール協議会（４地域：福岡、北九州、

筑豊、筑後）を設置し、①医師からの迅速な指示体制、②救急活動の医学的観点

からの事後検証、③救急救命士の教育など、病院前救護における質の向上を図っ

ています。 

 

○ （公社）福岡県医師会が運営する「福岡県医師会診療情報ネットワーク（とび

うめネット）」では、かかりつけ医が登録した患者情報を、救急搬送時に救急隊

や搬送先の医療機関が共有する救急医療支援システムを運用しています。高齢者

の救急搬送が増える中、このシステムの活用により、高齢者を始めとした救急搬

送患者の診療情報をいち早く入手できることで迅速かつ適切な治療に繋がるこ

とが期待されています。 

 

 ② 救急医療の提供体制 

○ 救急医療は、傷病者の程度に応じて、次のとおり医療機関の役割分担を図って

います。〔表 3-25〕 

・初期救急医療：外来診療によって救急患者の医療を担当 

・二次救急医療：入院加療を必要とする重症救急患者の医療を担当 

・三次救急医療：複数の診療科領域にわたる重篤な救急患者の医療を担当 

 

○ 日曜、祝日、年末年始などの休日や夜間の初期救急医療は、地域の実情を踏ま

えながら、各市町村と医師会の協力の下、県内全域で体制が確保されており、休

日夜間急患センターと在宅当番医制15で対応しています。また、県内 20 地区の

歯科医師会でも歯科休日急患診療を実施しています。 

 

○ 二次救急医療は、24 時間体制で救急患者に必要な検査、治療に協力をする旨

の申し出があった医療機関を県知事が認定し告示を行った救急病院等と病院群

輪番制病院16により対応しています。二次医療圏単位で患者の受療動向をみると、

地域における医療資源の集積度等によって、隣接する医療圏または隣接県間での

流出・流入の事例が見られます。 

    また、隣県と接する医療圏内の医療機関では、隣接する県の救急医療体制を補

完して救急患者の受入に対応しています。 

 

                                                   
15  在宅当番医制：地区医師会を実施単位として、医師会員が当番日に自らの診療所で診療を

行うもの。 

16  病院群輪番制病院：一定地域内の複数の医療機関が、交代で当番日に診療を行うもの。 
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○ 三次救急医療の対象圏域は県内全域としており、県内では 10 箇所の「救命救

急センター」を中心に対応しています。患者の受療動向を見ると隣接県間での流

出・流入の事例も見られますが、概ね４生活圏で完結しています。 

本県では、救命救急センターを「概ね人口 50 万人に１箇所」を目安に指定し

ています。救命救急センターのうち、久留米大学病院は、広範囲熱傷、指肢切断、

急性中毒等の特殊疾病患者も受け入れる「高度救命救急センター」となっていま

す。〔図 3-8〕 

 

③ ドクターヘリの運航 

○ 平成 14(2002)年 2 月から、久留米大学病院高度救命救急センターにドクター

ヘリを配備し、医師を迅速に救急現場に送り込み、速やかに治療等を開始するこ

とにより、救命率の向上や後遺症の軽減を図っています。 

  また、平成 26(2014)年 12 月から佐賀県ドクターヘリとの相互応援を開始し、

本県ドクターヘリが既に出動中などで対応できない場合に、佐賀県のドクターヘ

リが代わりに出動する体制を構築しています。 

 

【医療機能と医療連携】 

（１）初期救急医療を担う医療機関の機能 

 ○ 主に独歩で来院する軽度の救急患者への夜間及び休日における外来診療を実施

します。病態に応じて速やかに患者を紹介できるよう、近隣の救急医療機関や精神

科救急医療体制との連携が求められます。 

 

（２）入院を要する救急医療機関（二次救急医療）の機能 

 ○ 救急患者への初期診療を行い、必要に応じて入院加療を行うとともに、自施設で

対応可能な範囲において、高度な専門的医療を実施する役割が求められます。 

   患者に応じた適切な救急医療を提供できるよう、自施設で対応できない患者に

備えた近隣の救急医療機関との連携や初期救急医療・精神科救急を担う医療機関

との連携が求められます。 

 

（３）救命救急医療機関（三次救急医療）の機能 

 ○ 複数の診療科領域にわたる疾病等、幅広い疾患に対応して、高度な専門的医療を

総合的に実施し、地域の医療機関では対応できない重篤な患者を受け入れるなど、

地域の救急患者を最終的に受け入れる役割が求められます。 

   また、救急救命士の研修などメディカルコントロール体制の充実や災害時の医

療提供体制整備にも積極的な協力が求められます。 

 

（４）その他 

 ○ 合併症・後遺症のある患者への慢性期の医療や在宅での医療を提供する医療機

関などは、救急患者の転退院や急変時の対応が円滑に図られるよう、救急医療機関

との連携が求められます。 
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 ○ メディカルコントロール協議会には、救急救命士の適切な活動や、傷病者に応じ

た適切な救急搬送が実施される体制づくりが求められます。 

   また、消防機関には、地域の救急医療機関と十分に連携し、メディカルコントロ

ールの下での適切な救急搬送・処置の実施と、住民等に対するＡＥＤの使用や救急

蘇生法に関する啓発の役割が求められます。 

 

  ○ 県民には、必要に応じた傷病者への応急手当等の実施（ＡＥＤの使用や救急蘇生

法の実施など）や、救急車の適正利用、医療機関の適正受診に努めることが求めら

れます。 

 

【今後の方向】 

（１）病院前救護体制の充実 

○ 医療機関及び消防機関の緊密な連携のもと、福岡県救急業務メディカルコント

ロール協議会の円滑な運営を図ります。 

救急救命士に認められている気管挿管等の救急救命処置を安全かつ円滑に行う

ための教育や、地域救急業務メディカルコントロール協議会等における救急活動の

事後検証を充実することにより、地域における救急業務の質の向上を図ります。 

あわせて、メディカルコントロールに携わる医師の能力向上等に努めます。 

 

○ 真に救急搬送を必要とする患者の生命を守るため、救急車の適正利用、救急医療

機関の適正受診に係る啓発に取り組むとともに、多くの県民がＡＥＤの使用を含む

救急蘇生法が行えるよう、消防機関、医療機関等と連携した講習会の開催等、ＡＥ

Ｄの使用、利用促進も含めて救急蘇生法のより一層の普及啓発を図ります。 

また、救急電話相談の周知・利用促進に努め、急な病気やケガの際における、県

民の不安軽減及び救急医療の適正利用を図ります。 

 

（２）患者の重症度に応じた救急医療体制の確保 

○ 患者の受療動向や各地域の実情を踏まえながら、概ね初期救急は郡市区医師会

単位で、二次救急は二次医療圏の範囲で、三次救急は県内４つの生活圏を基本とし

て引き続き体制の確保を図ります。 

また、救急患者の予後や救急医療機関の機能の把握、精神科医療機関との連携体

制の構築などを通じて、各地域に必要な救急医療の機能確保に努めます。 

 

○ 救命救急センターについては、救命医療を的確に確保できるよう専任医師、専任

看護師の能力向上や関係診療科との連携強化を促すとともに、施設・設備の整備の

支援を行うなど、24 時間診療体制の充実・強化を図ります。 

 

（３）ドクターヘリ事業の充実 

○ 消防機関や医療機関等が参画するドクターヘリ症例検討会による事業効果等の
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検証を通じて、救命率の向上と安全性の確保を引き続き図りながら、久留米大学病

院高度救命救急センターによる運航体制を維持します。また、隣接県との連携など

運用体制の充実に努めます。 

 

（４）医療機関相互の連携の促進 

○ 急性期を脱した患者が在宅や自宅に近い医療機関で療養することができるよう、

救急医療機関と他の医療機関の連携を促します。 

  また、療養中の患者が急変し救急搬送された場合における、診療情報の円滑な確

認と迅速な治療開始、救命率向上の観点から「福岡県医師会診療情報ネットワーク

（とびうめネット）」の患者登録や診療情報共有を推奨し、その活用拡大に向けた支援

に努めます。 

 

【目標の設定】 

指 標 
現 状 

（平成 28(2016)年度） 

目標値 

（平成 35(2023)年度） 

救急搬送における医療機関

までの収容平均所要時間 
30.7 分 

全国一位の水準 

（参考 H28:30.2 分） 

心肺機能停止傷病者の一ヵ

月後の予後 

（一般市民の目撃による） 

生存率 

24.4％ 

全国一位の水準 

（参考 H28:24.4％） 

社会復帰率 

16.3％ 

全国一位の水準 

（参考 H28:17.5％） 
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◆ 福岡県救急医療体制表 〔表 3-25〕 

（平成 29(2017)年 4 月現在） 

 

●：小児科有 ▲：小児科一部対応 ○：小児科無 △：第２、第４週に小児科対応 

□：土曜日のみ 14：00～19：00 実施（日曜・祭日の昼間は北九州市医師会として実施） 

■：小児科のみ実施 ◇：小児科のみ実施（二次病院へ出務） 

※ 最新の救急告示医療機関、病院群輪番制病院は、福岡県ホームページに掲載している保健医療計画に記載して

います。  
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◆ 福岡県内の救命救急センター 〔図 3-8〕 

  






